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『生物資源経済研究』 規定

1． 投稿資格・著作権・編集要領

　1）  単著論文の投稿資格者は、 生物資源経済学専攻 （以下、 専攻と略記） 教員、 本専攻在籍中ないし在籍後５年以内の内地

研究員・外国人招聘学者・外国人共同研究者、 および編集委員会で特に認めたものとする。 なお、 別途定める 『生物

資源経済研究』 内規に基づき、 本専攻の院生（およびこれと同等以上と認められる者） も、 専攻会議の了承のもとに投

稿できる。 

　2）  共著論文の第一執筆者は本専攻教員に限定するものとする。 

　3）  著作権：本誌に掲載された論文・抄録の著作権は、 本専攻に属するものとする。 なお執筆者自身が自らの論文を利用す

ることは差し支えないものとする。 

　4）  原稿の採否の決定：原稿の採否は、 複数査読にもとづき編集委員会が行うこととする。 採用決定日をもって受理日とす

る。 

　5）  発行回数と別刷り：年１回発行を原則とする。 別刷りは各原稿当たり20部まで無料で著者に贈呈し、 それ以上は著者

の実費負担とする。 

　6）  著者校正：著者校正は原則として２回行う。 誤植以外の加筆・修正はできないこととする。 

２． 執筆要領

　1）  原稿種別は論文と研究ノートの２種とし、 投稿者は投稿時に種別を明記する。 

　2）  原稿枚数は、 図・表を含め、 和文の場合は横書き400字詰め原稿用紙換算で50枚以内、 英文の場合は、 A４用紙にダブ

ル・スペース （28行、 １行10～15単語） で30枚以内を目安とする。 和文の場合は英文抄録 （300単語以内） と英文題

名を、 英文の場合は和文抄録 （800字以内） と和文題名を投稿時に添付する。 原稿は完成原稿とそのハード・コピー２

部を、 データ・ファイルを添付の上で、 編集委員長ないし副委員長に提出するものとする。 

　3）  特殊な専門用語・学術用語のほかは、 原則として新仮名遣い・常用漢字を使用する。 

　4）  論文の節項表示は、 1．（1）、 1）、 aのようにする。 

　5）  単位は％、 kg、 haなどの略号を用い、 数字は５憶6，728万などと表す。 

　6）  図表は、 図１、 表１（Fig1. Table 1） のように示す。 また図表の挿入位置については、 完成原稿の右余白に朱書きで明

示する。 

　7）  本文注記は各頁ごとではなく本文末尾に一括して掲載する。 また引用文献は注記を原則とし下記の要領によるものと

するが、 各分野学会誌の様式に準じた表記も認める。 

　　1）  和文の場合

　　　a. 著者名 『書名』 （シリーズ名）， 出版社， 出版年 （奥付けによる）， ページ . 

　　　b. 執筆者名 「論文名」， 編著者名 『書名』 （シリーズ名）， 出版社， 出版年， ページ . 

　　　c. 執筆者名 「論文名」， 『雑誌名』 巻号 （年月）， ページ . 

　　2）  欧文の場合

　　　a. 名頭文字 . 姓， 書名 （出版他：出版社， 出版年）， p. （または pp. ）

　　　b. 名頭文字 . 姓， “ 論文名 ”， 雑誌名， 巻号 （月， 年）， p. （または pp. ）

付　　記

　（1） 本規定の改正は専攻会議の承認を得なければならない。 

　（2） 本規定は平成７年９月14日より実施する。 

　（3） 本改正は平成13年７月31日より実施する。 

　（4） 本改正は平成17年２月１日より実施する。 

　（5） 本改正は平成20年１月１日より実施する。
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『生物資源経済研究』 第17号の編集を終えて

　論文7本、ノート1本を掲載できることになりました。
　内容を大括りすれば、中国、東南アジア（ジャワ）、TPP、バイオエナジー、日本水田農業と
いう現在焦眉の重要課題に取り組んだものが5本、農業思想と農業・民族問題にとりくんだ歴史
的・哲学的考察が3本です。これを考察対象地別にみれば、日本2、外国3、世界・日本と諸外
国との比較・相互関係3となります。現状研究を軸にして歴史と哲学を配するという編成をとる
当専攻の研究スタンスの幅と、世界のなかの日本農業という現在農業問題のありようがよく示さ
れているように思います。
　また執筆者属性別にみれば、専攻教員７人・同院生等が6人であり、院生等若手の執筆がこれ
までで最多の巻になりました。編集担当者としての願いは、可能な限り専攻構成員のアクティビ
ティを引き出しうるような体制にすること、および掲載論文の水準をさらに高めていくことです。
投稿規程の改善も含め、検討を重ねていきたいと思います。
　今後ともみなさんの積極的な投稿をお願いいたします。
　　平成24年3月1日

編集委員長　野田　公夫

『生物資源経済研究』 第17号編集委員 （五十音順） 
　　浅見淳之　　大石和男　　小田滋晃　　北野慎一
　　栗山浩一　　沈　金虎（副委員長）　　辻村英之　　野田公夫（委員長）
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